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○ 福岡県では、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇分を適切に価格

に転嫁することについて、社会全体の機運醸成を図るため、令和５年２月に官

民労１３団体で「価格転嫁の円滑化に関する協定」を締結しました。 

○ 同協定に基づき、「取引適正化推進フォーラム福岡大会」(※1)の開催や、取

引適正化や賃上げの実現を訴える「街頭啓発活動」(※2)、３月と９月の「価格

交渉促進月間」における広報・啓発活動(※3)など、官民労一体となった取り組

みを進めるとともに、パートナーシップ構築宣言(※4)の登録促進のため、県の

中小企業向け補助金への加点措置も導入したところです。 

○ こうした取り組みにより、本県のパートナーシップ構築宣言企業数は、協定

締結時の６６２社から、４月１日現在で１，４６９社へと倍増しております。 

○ この価格転嫁の機運を削ぐことがないよう、協定締結団体と合意の上、本協

定の有効期限を令和６年３月３１日から１年間更新しました。 

  今後も引き続き、パートナーシップ構築宣言企業の登録促進などにしっか

り取り組むとともに、今年度から新たに、事業者の価格交渉スキル向上のため

のセミナーや、事業者を伴走支援する「中小企業賃上げ応援専門家」の派遣に

も取り組みます(※5)。 

○ こうした取り組みを通じ、中小企業における取引適正化を促進し、「賃金と

物価の好循環」の実現を目指していきます。 

 

 価格転嫁の円滑化に関する協定の概要（締結日：令和５年２月２７日） 

 ＜目的＞ 

   成長と分配の好循環を生み出すべく、中小企業・小規模事業者における賃

上げを実現するため、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇分を適

切に価格転嫁することについての機運を醸成することにより、サプライチ

ェーン全体での共存共栄、付加価値の向上を図り、中小企業・小規模事業者

の稼げる力を高める。 
 
 ＜協定締結団体＞ 

福岡県、九州経済産業局､九州運輸局､福岡労働局、 

福岡県商工会議所連合会､福岡県商工会連合会､ 

福岡県中小企業団体中央会､福岡県経営者協会、 

福岡経済同友会、福岡県中小企業経営者協会連合会､ 

福岡県中小企業家同友会､福岡県トラック協会、 

日本労働組合総連合会福岡県連合会 
 
 ＜主な取組＞ 

  ①価格転嫁の状況に関する情報収集と発信 

  ②価格転嫁の円滑化に関する支援情報等の周知 

  ③パートナーシップ構築宣言の促進 

官民労１３団体による「価格転嫁の円滑化に関する協定」の 
有効期限を令和７年３月３１日に更新しました 

～官民労１３団体で連携し「賃金と物価の好循環」の実現を目指します！～ 

価格転嫁の円滑化に関する協定締結式（R5.2.27） 



 

【参考】 

※１ 「取引適正化推進フォーラム福岡大会」（令和５年５月１６日開催） 

   官民一体となって取引先との共存共栄関係を構築し、共に成長し持続可

能な関係を築く、「パートナーシップ構築宣言」等の取り組みに対する理解

を深めるとともに、宣言企業拡大への機運を醸成することを目的に実施。 

 

※２ 取引適正化や賃上げの実現を訴える「街頭啓発活動」 

  （令和５年１０月２６日、令和６年２月２２日開催） 

   中小企業・小規模事業者が事業を継続し、 

  雇用の維持・確保、継続的な賃上げをでき 

  る環境づくりに向け、取引の適正化をより 

  一層推進することが必要であることについ 

  て周知を図ることにより、福岡県における 

  成長と分配の好循環を実現することを目的 

  に実施。 

 

 

※３ ３月と９月の「価格交渉促進月間」における広報・啓発活動 

   価格転嫁への理解を求めるため、３月及び９月の「価格交渉促進月間」に

合わせ、協定締結団体の広報紙や、ラジオ、新聞広告、ＳＮＳ等を活用した

広報・啓発活動を実施。 

 

※４ パートナーシップ構築宣言 

   事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共

存共栄を目指し、「発注者」側の立場から、「代表権のある者の名前」で宣言

するもの。政府の「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」（令和２年

５月）において導入を決定。 
 
 ＜宣言企業数＞（令和６年４月１日時点） 

  全国：４３，７７７社 福岡県：１，４６９社 

 

※５ 新たな取組 

 ・ 価格交渉の進め方や原価計算の方法など、事業者の価格交渉スキル向上 

  のためのセミナーの開催 
 
 ・ 経営指導員による伴走支援を税理士等の専門家が補完し、専門的知見に 

  基づいた賃上げや価格転嫁に繋がる中小企業の取組を支援する「中小企業 

  賃上げ応援専門家」の派遣 

 

※６ 価格転嫁の円滑化に関する情報の提供 

   円滑な価格転嫁や取引適正化等に関する情報を県ホームページに 

  掲載しています。 

  URL：https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/kakakutennka.html 

 

博多駅前での街頭行動（R5.10.26） 


